
指定通所介護事業所「あくなみ苑デイサービスセンター」運営規程 

 

（事業の目的） 

第１条 社会福祉法人宝山寺福祉事業団が運営する指定通所介護事業所「あくなみ苑デイサ 

ービスセンター」（以下「事業所」という）は、要介護状態にある高齢者に対し、可 

能な限りその居宅に於いて、その有する能力に応じ自立した日常生活を営むことが 

できるよう、機能訓練及び必要な日常生活上の世話を行うことにより、利用者の社 

会的孤立感の解消及び心身機能の維持並びに利用者の家族の身体的・精神的負担の 

軽減を図ることを目的とする。 

（運営の方針） 

第２条 通所介護の提供に当たっては、利用者の意思及び人格を尊重し、常に利用者の立場 

に立ったサービスの提供に努める。 

２ 事業の実施に当たっては、関係市町村、居宅介護支援事業者、他の居宅介護サー 

ビス事業者、その他保健・医療又は福祉サービスを提供する者との密接な連携に努

める。 

（事業所の名称等） 

第３条 事業を行う事業所の名称及び所在地は、次の通りとする。 

（１） 名 称 あくなみ苑デイサービスセンター 

（２） 所在地 奈良県生駒郡安堵町大字岡崎３３－１ 

（職員の職種、員数及び勤務内容） 

第４条 事業所に勤務する職種、員数及び勤務内容は、次の通りとする。 

（１） 管理者 １名（他の業務と兼務を可とする） 

管理者は、事業所の従業員の管理及び業務の管理を一元的に行うものとする。 

（２） 生活相談員 １名以上 

生活相談員は、利用者の心身の状況等を把握して通所介護計画を作成するととも 

に、通所介護計画に基づいて介護が提供されるよう家族との連絡調整や居宅介護支 

援事業者及びその他のサービス事業者等関係者との必要な連絡調整を行う。 

（３） 看護職員 １名以上 

看護職員は、利用者の心身の状況を把握し、通所介護が適切に提供されるよう介 

護職員とともに、利用者及び家族に対し必要な助言、援助を行う。また、健康管理 

上の助言や必要な場合には主治医等との連絡調整を行う。 

（４） 介護職員 ２名以上 

介護職員は通所介護計画に基づいて介護の提供に当たる。 

（５） 機能訓練指導員 １名（他の業務との兼務を可とする） 

心身機能の維持及び日常生活の自立支援のために機能訓練を行う。 

（６） 事務等その他の職員（若干名を置くことができる） 



事務等その他の職員は、必要な事務その他の業務を行う。 

（営業日及び営業時間） 

第５条 事業所の営業日及び営業時間は次の通りとする。 

（１） 営 業 日 月曜日、火曜日、水曜日、木曜日、金曜日、土曜日とする。ただし年 

末年始の１２月３１日、１月１日、１月２日、１月３日は除く。 

（２） 営業時間 午前８時３０分から午後５時３０分までとする（ただし時間延長は午 

後８時まで可）。 

（３） サービス提供時間 午前９時から午後５時までとする。 

（利用定員） 

第６条 指定通所介護の利用定員は２０名とする。 

（通所介護の内容） 

第７条 通所介護の内容は、通所介護計画に基づく利用者の心身の状態に応じた適切な方法 

により機能訓練及び日常生活を行うのに必要な援助を行うものとし、次のサービス 

が含まれている。 

（１） 介護（デイセンターにおける入浴、排泄、摂食の援助並びに介助を含む日常生活 

上の必要な世話） 

（２） 機能訓練及びレクリエーションを含むアクティビティー 

（３） 健康チェック 

（４） 食事に提供 

（５） 入浴（介助を必要とする入浴、特別な入浴装置による入浴を含む） 

（６） 生活支援及びその他の援助、相談 

（７） デイセンターへの送迎 

２ 入浴介護の実施に際しては、あらかじめ体温、血圧等の健康状態をチェックし、入 

浴することの可否を判断してサービスの提供を行う。利用者の心身状況から入浴する 

ことが不適切であると判断した場合は、入浴を中止する。 

３ サービスを提供するに当たって、居宅介護サービス計画が作成されている場合に 

はこの計画に沿って通所介護を提供する。また、利用者が居宅介護サービス計画の 

変更を希望する場合には、居宅介護支援事業者に連絡する等の必要な援助を行う。 

４ 指定通所介護を提供した際には、このことに関して定められた必要な記録を記載 

する。 

（利用料その他の費用） 

第８条 指定通所介護を提供した場合の利用料の額は、厚生労働大臣の定める基準によるも 

のとし、当該指定通所介護が法定代理受領サービスであるときは、法令で定められ 

ている所得額に応じて１割、２割、３割の額とする。なお厚生労働大臣が定める基 

準の額は、事業所の見やすい場所に掲示する。 

２ 法定代理受領とならない指定通所介護を提供した場合は、厚生労働大臣の定める 



基準を勘案した額をあらかじめ徴収し、保険給付が行われた後、精算する。 

３ 利用者の求めにより、介護保険給付に該当しない通所介護を提供した場合は、提 

供に要した費用を徴収する。ただし、介護保険給付があった場合に比して不合理な 

額とならないものとする。 

４ 通所介護を提供する際には、利用者の求めにより、通常必要とするサービス以外 

のサービスを提供した場合（時間の延長等を含む）は、それに要した実費相当額を 

徴収することができる。 

５ 通常の事業の実施地域として定める地域以外の地域に居住する利用者に対してサ 

ービスを提供した場合は、別に定める送迎に要する交通費を徴収する。 

 距離に応じて定める額：事業所の実施地域を越える地点から １㎞ ４０円 

６ 食費 ７２０円（おやつ代１００円を含む。但し、行事等で特別な食事を提供す 

る場合を除く。） 

７ おむつ代  実費 

８ 日常生活において通常必要となる費用であって、利用者が負担すべきであると認 

められる費用  実費 

９ レクリエーション、趣味の活動等要する費用であって、利用者が負担すべきであ 

ると認められる材料費等の費用  １００円 

 １０ 利用予定の直前になって自己の都合により利用を中止した場合は、あらかじめ 

規定するキャンセル料  食費相当分（やむを得ない場合を除く。） 

１１ 前各項の費用の負担に関しては、あらかじめ利用者又はその家族に対し当該サー 

ビスの内容及び金額に関して説明を行い、利用者の同意を求める。 

 １２ 指定通所介護（法定代理受領である場合を除く）に係る費用の支払いを受けた場 

合には、提供した指定通所介護の内容、費用の額その他必要な事項を記載したサー 

ビス提供記録を利用者に交付する。 

（通常の事業の実施地域） 

第９条 通常の事業の実施地域は、次の通りとする。 

三郷町、安堵町、斑鳩町、河合町、平群町、王寺町、上牧町、大和郡山市、川西町 

（サービスの利用に当たっての留意事項） 

第１０条 指定通所介護サービスの提供を受けようとする利用者は、あらかじめ被保険者 

証等を提示し、被保険者資格、要介護認定等の有無及びその有効期間の確認を受 

けなければならない。 

     被保険者証の提示がない場合、あるいは提示を拒否した場合には、介護保険給 

付として取り扱わないことがある。 

   ２ 被保険者証にサービスの提供に関して留意すべき事項等の記載がある場合は、 

その趣旨及び内容に沿ってサービスを提供する。 

   ３ 被保険者証にサービスの種類に関する指定があるにもかかわらず、サービスの 



    提供を求められた場合は、介護保険給付以外のサービスとして取り扱う。この場 

合、利用者はサービスの提供に要する費用の全額を負担しなければならない。 

   ４ 適切な指定通所介護を提供することが困難であると認めた場合は、速やかに居 

宅介護支援事業者に連絡し、又は適切な他の指定通所介護事業者等を紹介する等 

の措置を講ずる。 

   ５ 虚偽の申請による利用の申込み又は、他の者に感染する恐れのある疾患を有し 

通常の方法においては予防することが困難であると認められた場合、若しくは重 

篤な疾患を感染させる恐れがあると認められた場合、その他適当な理由を有する 

場合には、サービスの提供を拒否することができる。 

   ６ 利用者及びその家族は、サービスの利用に際し、あらかじめ心身の状況等通所 

介護を利用するに当たって自ら必要な情報を提供することに努めなければならな 

い。 

   ７ 利用者及びその家族は、サービスの利用に関する指示に従い、要介護状態等の 

悪化を予防し、若しくは病状等の増悪を防ぐように努めなければならない。 

   ８ 利用者又はその家族の故意又は過失により、施設の設備、器具、用品に破損又 

は損害が生じた場合、その費用の弁償を求めることがある。 

（市町村への通知） 

第１１条 利用者が次の各号のいずれかに該当する場合には、意見を付してその旨を市町 

村に通知する。 

（１） 利用者に関する指示に従わないことにより、要介護状態等の程度を増進させたと 

認められる時。 

（２） 偽りその他の不正な行為によって保険給付を受け、又は受けようとした時。 

（衛生管理及び感染症対策） 

第１２条 事業者は、利用者と施設の衛生管理に努めるとともに、感染症が発生し、又は 

まん延しないように、次の各号に掲げる措置を講じる。 

（１）  事業者は、感染症の予防及びまん延防止のための対策を検討する委員会（テレビ 

電話装置等を活用して行うことができるものとする。）を設置し、定期的に（おお 

むね６カ月に１回以上）開催するとともに、その結果について、従業者に周知徹 

底を図る。 

（２）  事業所における感染症の予防及びまん延の防止のための指針を整備する。 

（３）  事業所は、従業者に対し、感染症の予防及びまん延の防止のための研修及び訓練 

を定期的に（年１回以上）実施する。 

（虐待の防止） 

第１３条 事業者は、虐待の発生又はその発生を防止するため次の措置を講ずるものとす 

る。 

 （１）  虐待の防止のための対策を検討する虐待防止検討委員会（テレビ電話装置等を 



活用して行うことができるものとする。）を設置し、定期的に開催するとともに、 

その結果について、従業者に周知徹底を図る。 

 （２）  虐待の防止のための指針を整備する。 

 （３）  従業者に対し、虐待防止のための研修を定期的（年１回以上）に実施する。 

 （４）  上記の設置を適切に実施するための担当任者を置く。 

（身体拘束等の原則禁止） 

第１４条 事業所は、利用者又は他の利用者の生命又は身体を保護するため緊急やむを得 

ない場合を除き、身体拘束その他利用者の行動を制限する行為（以下「身体拘束 

等」という。）を行わない。 

２ 事業所は、やむを得ず身体拘束等を行う場合には、本人又は家族に対し、身体 

拘束の内容、理由、期間等について説明し同意を得た上で、その態様及び時間、 

その際の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由など必要な事項を記載すること 

とする。 

（緊急時等における対応方法） 

第１５条 通所介護を実施中に、利用者の病状に急変その他緊急事態が生じた場合、その 

   他必要な場合には、速やかに主治医や協力医療機関等に連絡を行う等の必要な措 

置を構ずるとともに、その家族に連絡し並びに管理者に報告しなければならない。 

（非常災害対策） 

第１６条 非常災害対策のために別途防災計画並びに非常災害対策計画を策定する。 

   ２ 非常災害その他緊急の事態に備えて、防災及び避難に関する計画を作成し、災 

害時における関係機関への通報及び連携体制を整備し、利用者及び従業者に対し 

周知徹底を図るため、年２回以上避難、その他必要な訓練等を実施する。 

   ３ 事業所は、前項に規定する訓練の実施に当たって、地域住民、消防関係者の参 

加が得られるよう連携に努める。 

（業務継続計画の策定等） 

第１７条 事業所は、感染症や非常災害の発生時において、利用者に対する指定通所介護 

    の提供を継続的に実施するため及び非常時の体制で早期の業務再開を図るため 

の計画（以下「業務継続計画」という。）を策定し、当該業務継続計画に従い必 

要な措置を講じる。 

   ２ 事業所は、従業者に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研 

修及び訓練を定期的（年１回以上）に実施する。 

   ３ 事業所は、定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画 

の変更を行う。 

（職場におけるハラスメント） 

第１８条 事業者は、適切な社会福祉事業の提供を確保する観点から、職場において行わ 

れる性的な言動又は優越的な関係を背景とした言動で合って、業務上必要かつ相 



当範囲を超えたものにより従業者の就業環境が害されることを防止するための方 

針の明確化等の必要な措置を講じるものとする。 

（その他運営についての留意事項） 

第１９条 利用者、市町村、その他関係機関から正当な理由に基づき、ケース記録、証明 

    書、領収書、その他必要な文書の発行を求められたときは、求めに応じて必要な 

    文書等を発行する。 

第２０条 通所介護に従事する職員は、利用者のプライバシーの保護に十分配慮するとと 

    もに業務上知り得た利用者又はその家族の秘密について、正当な理由なくこれを 

    他に漏らしてはならない。 

   ２ 職員は、職員でなくなった後においても前項の規定を守らなければならない。 

第２１条 職員は、利用者から利用料その他定めのある場合を除く、金品を受け取っては 

    ならない。 

第２２条 提供した通所介護等のサービスについて利用者から苦情等を受けた場合、職員 

    は速やかにその内容を管理者に報告しなければならない。管理者は実情を把握す 

    ることに努めるとともに迅速かつ適切にその対応策を講じる。また国民健康保険 

    団体連合会、市町村等の関係機関から利用者の苦情に関し、照会、調査等の依頼 

    あった場合にはこれに従って改善を行う。 

   ２ 他のサービスの利用に関し苦情等を受けた場合、関係する居宅介護支援事業 

    者に事情を報告する等、利用者が適切なサービスを受けられるように援助する。 

第２３条 通所介護に従事する職員等の資質向上のために、随時研修の機会を設けサービ 

    スの質の向上を目指す。 

   ２ 事業者は、利用者に対する介護に直接携わる従業者（看護師、准看護師、介護 

福祉士、介護支援専門員、介護保険法第８条第２項に規定する政令で定める者等 

の資格を有する者その他これに類する者を除く。）に対し、認知症介護に係る基礎 

的な研修を受講させるために必要な措置を講じるものとする。 

第２４条 指定通所介護の提供に関する諸記録を整備するとともに、これらの記録はサー 

    ビス提供の完結の日から５年間保存する。 

第２５条 就業規則、給与規程、その他の服務に関する規程は社会福祉法人宝山寺福祉事 

    業団が定めるそれぞれの規程を適用する。 

第２６条 この規程に定めのない事項については、法律、政省令による他、必要に応じて 

    法人において協議の上、定めるものとする。 

 

附 則 

 この規程は、平成１２年４月１日から施行する。 

 この規程は、平成１３年４月１日から施行する。 

   この規程は、平成１６年２月１日から施行する。 



   この規程は、平成１７年８月１日から施行する。 

   この規程は、平成１７年１０月１日から施行する。 

   この規程は、平成２１年４月１日から施行する。 

   この規程は、平成２４年４月１日から施行する。 

   この規程は、平成２５年８月１日から施行する。 

   この規程は、平成２７年４月１日から施行する。 

   この規程は、平成２８年４月１日から施行する。 

   この規程は、平成３０年８月１日から施行する。 

   この規程は、令和１年１０月１日から施行する。 

   この規程は、令和３年４月１日から施行する。 

   この規程は、令和５年２月１日から施行する。 

   この規程は、令和６年４月１日から施行する。 


